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資 料 提 供 

平 成 ２ ８ 年 ９ 月 ７ 日 

担 当 課 

(担 当 者 ) 

財 政 課 

( 中 西 ) 

電 話 0857-26-7043 

 

平成２８年９月定例県議会付議案 
 

議案第 １号 平成２８年度鳥取県一般会計補正予算 

議案第 ２号 同     鳥取県営電気事業会計補正予算 

議案第 ３号 同     鳥取県営埋立事業会計補正予算 

議案第 ４号 同     鳥取県営病院事業会計補正予算 

 

議案第 ５号 鳥取県税条例の一部改正について（税務課） 

 

法人県民税及び自動車税について所要の改正を行うものである。 

（概 要） 

 ①法人県民税 

       法人県民税法人税割について引き続き 4.0％の超過課税を実施するものである。（資本金等の額 

      が１億円以下で、かつ法人税額が年 1,000 万円以下の法人に対して 3.2％の不均一課税を併せて 

      実施する。） 

区 分 現 行 改正後 

税率の特例期間 平成 29 年３月 31 日までに

終了する各事業年度分の法

人税割 

平成33年３月31日までに開

始する各事業年度分の法人

税割 

特例期間 

中の税率 

中小法人等 3.2％ 3.2％（変更なし） 

中小法人等以外の法人 4.0％ 4.0％（変更なし） 

 ②自動車税 

      ア 水素自動車に係る税率について、電気自動車と同額とするよう定める。 

      イ 電気自動車であるトラックに係る税率について、最大積載量に応じた税率にするとともに、

貨客兼用車に加算する税率について総排気量が最小（１リットル以下）の車と同額の税率を設

定する。 

      ウ 電気自動車であるキャンピング車に係る税率について、総排気量が最小（１リットル以下）

のものと同額の税率を設定する。 

[公布施行] 

 

議案第 ６号 鳥取県附属機関条例の一部改正について（業務効率推進課、医療指導課） 

 

 鳥取県医療費適正化計画の策定及び評価に関する調査審議を行うため、知事の附属機関として、鳥

取県医療費適正化計画策定評価委員会を設置するものである。 

[公布施行] 

 

議案第 ７号 鳥取県犯罪のないまちづくり推進条例の一部改正について（くらしの安心推進課） 

 

 防犯カメラの設置等による防犯環境整備の推進を図るため、所要の改正を行うものである。 

（概 要） 

①事業者の責務に、事業用施設への防犯カメラの設置等により地域における防犯環境整備に協力す 

 るよう努めることを加える。 

②防犯カメラの設置者等は、防犯カメラによって不当に人権が侵害されないようにするための措置 

 を講ずるよう努めるものとするとともに、知事及び公安委員会は、共同してその措置の参考とな 

 るべき指針を定めることとする。 

 [公布施行] 
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議案第 ８号 鳥取県警察本部の内部組織に関する条例の一部改正について（警察本部警務課） 

 

 国外犯罪被害弔慰金等の支給に関する法律が制定されたことに伴い、国外犯罪被害弔慰金等に関す

ることを、警察本部警務部の所掌事務に加えるものである。 

[平成 28年 11 月 30 日施行] 

 

議案第 ９号 工事請負契約（国道４８２号（つく米バイパス）わかさ氷ノ山トンネル工事（交付金改良）） 

の締結について（道路建設課） 

 

工 事 名：国道４８２号（つく米バイパス）わかさ氷ノ山トンネル工事（交付金改良） 

工 事 場 所：八頭郡若桜町大字茗荷谷から八頭郡若桜町大字舂米まで 

契約の相手方：国道４８２号（つく米ＢＰ）わかさ氷ノ山トンネル工事（交付金改良）鴻池・青木

あすなろ・栗山特定建設工事共同企業体 

契 約 金 額：2,708,640,000 円 

工事完成期限：平成 31年３月 15 日 

 

議案第１０号 財産を無償で貸し付けること（境港外港竹内地区ふ頭予定地）について（企業局経営企画課） 

 

相 手 方：国 

貸 付 財 産：普通財産 

所在地 種 類 数 量 

境港市竹内団地 208 番１ほか１筆 土 地 38,520.05 ㎡ 

貸 付 期 間：平成 28年 10 月 17 日から平成 29年９月 30日まで 

無償貸付理由：境港外港竹内地区ふ頭予定地について、国が境港ふ頭再編改良事業に係る地盤改良

工事を行うため、国に無償で貸し付けようとするものである。 

 

議案第１１号 財産の取得（クローラクレーン）について（空港港湾課） 

 

取得の目的：鳥取港の荷役の用に供するため、荷役機械を更新するものである。 

財産の内容：２００トン吊りクローラクレーン １台 

取得予定価格：156,276,000 円 

契約の相手方：株式会社原商鳥取支店 
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議案第１２号 損害賠償に係る和解及び損害賠償の額の決定について（消防防災課） 

 

和解の相手方：Ａ 米子市  個人 

Ｂ 米子市  個人 

Ｃ 南部町  個人 

Ｄ 南部町  個人 

Ｅ 南部町  個人 

Ｆ 南部町  個人 

Ｇ 南部町  個人 

Ｈ 南部町  個人 

Ｉ 南部町  個人 

Ｊ 日南町  個人 

Ｋ 江府町  個人 

Ｌ 南部町  個人 

Ｍ 南部町  個人 

Ｎ 日南町  個人 

和解の要 旨：県側の過失割合を 10割とし、県は、総額 5,995,229 円を航空保険から支払う。 

県は、損害賠償金 218,106 円をＡに、716,544 円をＢに、1,089,179 円をＣに、505,445

円をＤに、504,770 円をＥに、250,488 円をＦに、773,180 円をＧに、455,837 円を

Ｈに、170,018 円をＩに、1,175,270 円をＪに、136,392 円をＫにそれぞれ支払うも

のとすること。また、Ｌ、Ｍ及びＮは、損害賠償請求権を行使しないものとし、県

は、損害賠償金を支払わないものとすること。 

概    要：平成 28 年５月４日、消防防災ヘリコプターでの林野火災に対する活動中、飛行場外

離着陸場に着陸しようとした際、回転翼によって生じた風により小石等が舞い上が

り、隣接の駐車場に和解の相手方がそれぞれ駐車していた普通乗用自動車２台、小

型乗用自動車２台、軽乗用自動車６台及び軽貨物自動車４台に衝突し、それぞれの

車両が破損したものである。 

 

議案第１３号 第４次鳥取県男女共同参画計画の策定について（女性活躍推進課） 

 

 社会情勢の変化や平成 27 年８月の女性の職業生活における活躍の推進に関する法律の成立を踏ま

え、平成 28 年３月に策定した鳥取県女性活躍推進計画と一体的に男女共同参画社会の実現に向けた取

組を推進するため、第４次鳥取県男女共同参画計画を策定するものである。 

（概 要） 

 計画の期間：平成 28年 11 月１日から平成 33年３月 31日まで 

基本テーマ：男女が共に活躍できる環境づくり 

安全・安心に暮らせる社会づくり 

男女共同参画社会の実現に向けた基盤づくり 

 

議案第１４号 公の施設の指定管理者の指定（鳥取県営東山水泳場）について（スポーツ課） 

 

鳥取県営東山水泳場の指定管理者を指定することについて、地方自治法第 244 条の２第６項の規定

により、議会の議決を求めるものである。 

（概 要） 

指定管理者となる団体：一般財団法人鳥取県水泳連盟・公益財団法人鳥取県体育協会共同企業体 

（公募） 

指 定 の 期 間：平成 29年４月１日から平成 34 年３月 31 日まで 

 

議案第１５号 平成２７年度鳥取県営電気事業会計未処分利益剰余金の処分 

及び平成２７年度鳥取県営企業決算の認定について（企業局経営企画課） 

 

議案第１６号 平成２７年度鳥取県営病院事業会計資本剰余金の処分 

及び平成２７年度鳥取県営病院事業決算の認定について（病院局総務課） 
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議案第１７号 鳥取県支え愛交通安全条例の設定について（くらしの安心推進課） 

 

交通事故のない鳥取県の実現に資するため、障がい者、高齢者及び子ども並びに自転車を利用する

者の道路交通の安全の確保に関し、配慮し、又は遵守すべき事項を定めるとともに、交通安全教育に

係る県、学校等、事業者及び県民の責務並びに交通環境の整備に係る県の責務について定めるもので

ある。 

（概 要） 

①障がい者、高齢者及び子ども並びに自転車利用者に係る配慮事項として、交通安全が確保される

よう安全な通行への配慮や車両接近通報装置の搭載・使用等について定める。 

②交通安全教育に係る事項として、関係機関・団体と連携した交通安全教育の推進等、県、学校等、

県民等の責務について定める。 

③交通環境整備に係る事項として、国、市町村との連携、道路交通における移動等円滑化の推進等

県の責務について定める。 

[公布施行] 
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報  告  事  項 
 

報告第 １号 平成２７年度鳥取県一般会計継続費繰越計算書について（財政課） 

 

     件 数  １０件    繰越額     １，７９８，５５８千円 

 

報告第 ２号 平成２７年度鳥取県一般会計繰越明許費繰越計算書について（財政課） 

 

     件 数 ２１１件    繰越額    ２０，０４２，４６１千円 

 

報告第 ３号 平成２７年度鳥取県一般会計事故繰越し繰越計算書について（財政課） 

 

     件 数   １件    繰越額        ３６，１５３千円 

 

報告第 ４号 平成２７年度鳥取県天神川流域下水道事業特別会計繰越明許費繰越計算書について（財政課） 

 

     件 数   １件    繰越額        ８３，１８３千円 

 

報告第 ５号 平成２７年度鳥取県営電気事業会計継続費繰越計算書について（財政課） 

 

     件 数   ２件    繰越額        ２５，３４９千円 

 

報告第 ６号 平成２７年度鳥取県営電気事業会計予算繰越計算書について（財政課） 

 

     件 数   ４件    繰越額       １９６，７３９千円 

 

報告第 ７号 平成２７年度鳥取県営病院事業会計継続費繰越計算書について（財政課） 

 

     件 数   ２件    繰越額       ４１６，１０９千円 

 

報告第 ８号 平成２７年度鳥取県営病院事業会計予算繰越計算書について（財政課） 

 

     件 数   ３件    繰越額       １２７，０２０千円 

 

報告第 ９号 平成２７年度鳥取県営病院事業会計継続費精算報告書について（病院局総務課） 

 

事 業 名 年 度 精 算 額  （円） 

中央病院建替整備事業費（駐車場整備工事） ２６～２７年度 ９１，６５４，１３２ 

 

報告第１０号 議会の委任による専決処分の報告について 

 

（１）損害賠償に係る和解及び損害賠償の額の決定について（平成２８年６月１７日専決）（経営支援課） 

 

     和解の相手方：鳥取市 個人 

     和解の要旨：県は、損害賠償金 113,098 円（県過失８割）を和解の相手方に支払う。 

事故の概要：平成 28 年４月５日、経営支援課の職員が、公務のため軽乗用自動車を運転中、駐車

場内で後退した際、後方を通過していた和解の相手方所有の軽貨物自動車に衝突し、

双方の車両が破損したものである。 
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（２）鳥取県育英奨学資金貸付金の返還請求等に係る和解について（平成２８年６月２４日専決） 

（人権教育課） 

 

     和解の相手方：借受者 １名 利害関係人 １名 

     和解の要旨：和解の相手方は、連帯して未返還金及び督促申立費用等 837,616 円について、平成

28 年７月から全額返還するまで毎月 20,000 円ずつ県に支払うこと。 

 

（３）鳥取県進学奨励資金貸付金の返還請求等に係る和解について（平成２８年６月２４日専決） 

（人権教育課） 

 

     和解の相手方：借受者 １名 

     和解の要旨：和解の相手方は、未返還金及び督促申立費用等 575,008 円について、平成 28年７月

から全額返還するまで毎月 16,000 円ずつ県に支払うこと。 

 

（４）鳥取県進学奨励資金貸付金の返還請求等に係る和解について（平成２８年６月２４日専決） 

（人権教育課） 

 

     和解の相手方：借受者 １名 

     和解の要旨：和解の相手方は、未返還金及び督促申立費用等 541,933 円について、平成 28年７月

から全額返還するまで毎月 15,000 円ずつ県に支払うこと。 

 

（５）損害賠償に係る和解及び損害賠償の額の決定について（平成２８年７月１２日専決） 

（住まいまちづくり課） 

 

     和解の相手方：鳥取市 個人 

     和解の要旨：県は、損害賠償金 81,557 円（県過失 10割）を和解の相手方に支払う。 

事故の概要：平成 28 年５月 22 日、県営住宅末恒第２団地において、配水管が詰まり、他階から

の排水が逆流して和解の相手方の住戸の台所流し台の排水口から溢れ出たことによ

り、和解の相手方所有の家財が汚損したものである。 

 

（６）鳥取県営住宅の明渡し等の請求に係る和解について（平成２８年７月１２日専決） 

（住まいまちづくり課） 

 

     和解の相手方：甲 県営住宅の入居者１名 

            乙 甲の保証人１名 

     和解の要 旨：・県は、和解の相手方に対してなした県営住宅に係る賃貸借契約解除の意思表示を

撤回し、和解の相手方が当該賃貸借契約に基づく賃借権を有することを確認する。 

            ・県は、和解の相手方に対してなした駐車場使用許可取消しの意思表示を撤回し、

和解の相手方が当該駐車場使用許可に基づく賃借権を有することを確認する。 

            ・県及び和解の相手方は、和解の相手方が平成 28 年５月分までの未払家賃 396,900

円、未払駐車場使用料 32,400 円及び損害賠償金 276,984 円を県に支払済みである

ことを確認する。 

            ・その他、今後の家賃及び駐車場使用料未納時の取扱い、損害賠償金の支払に係る 

             取扱い等について取り決める。 
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（７）損害賠償に係る和解及び損害賠償の額の決定について（平成２８年７月１４日専決） 

（警察本部監察課） 

 

     和解の相手方：米子市 個人 

     和解の要旨：県は、人身損害に対する損害賠償金 29,050 円を支払うこと。また、和解の相手方は

物的損害に対する損害賠償請求権を行使しないものとし、県は、物的損害に対する

損害賠償金を支払わないものとすること。（県過失 10割） 

事故の概要：平成 28 年４月６日、米子警察署所属の職員が、公務のため軽特種自動車（パトカー）

を道路左側に停車させ、降車しようとドアを開けた際、右後方の安全確認が不十分

であったため、後方から進行してきた和解の相手方所有の自転車に接触し、同車両

が破損するとともに、和解の相手方が負傷したものである。 

 

（８）鳥取県進学奨励資金貸付金の返還請求等に係る訴えの提起について（平成２８年７月２１日専決） 

（人権教育課） 

 

     相 手 方：借受者 １名 連帯保証人 １名 

訴えの内容：鳥取県進学奨励資金の借受者及びその連帯保証人に対し、当該貸付金の返還及び訴

訟費用の負担を求めるとともに、仮執行の宣言を求める。 

 

（９）損害賠償に係る和解及び損害賠償の額の決定について（平成２８年７月２７日専決） 

（警察本部監察課） 

 

     和解の相手方：大山町 個人 

     和解の要旨：県は、損害賠償金 166,601 円（県過失９割）を支払う。 

事故の概要：平成 28 年４月 23 日、八橋警察署所属の職員が、公務のため普通特種自動車（パト

カー）を運転中、交差点に進入した際、左方道路から進行してきた和解の相手方所

有の小型乗用自動車と衝突し、双方の車両が破損したものである。 

 

（10）鳥取県手数料徴収条例の一部改正について（平成２８年７月３０日専決）（会計指導課、治山砂防課） 

 

     採石法及び砂利採取法の一部改正に伴い、条例の規定中引用する同法の条項の改正を行うものであ

る。 

[公布施行] 

 

（11）損害賠償に係る和解及び損害賠償の額の決定について（平成２８年８月１０日専決）（農業大学校） 

 

     和解の相手方：甲 倉吉市 個人 

            乙 倉吉市 個人 

     和解の要旨：県は、物的損害に対する損害賠償金 547,668 円を甲に、247,417 円を乙に、それぞ

れ支払うものとすること。また、県は、人身損害に対する損害賠償金 899,128 円を

甲に支払うものとすること。（県過失 10 割） 

事故の概要：平成 28 年１月８日、農業大学校の職員が、公務のため軽貨物自動車を運転中、前方

の注意を怠ったため、信号待ちで停止していた和解の相手方甲所有の軽乗用自動車

に追突し、双方の車両が破損するとともに、和解の相手方甲が負傷したものである。 

また、追突したはずみで、当該軽乗用自動車が、前方の和解の相手方乙所有の小型

乗用自動車に追突し、双方の車両が破損したものである。 
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（12）損害賠償に係る和解及び損害賠償の額の決定について（平成２８年８月１６日専決）（空港港湾課） 

 

     和解の相手方：甲 兵庫県美方郡香美町 企業 

 乙 兵庫県美方郡香美町 個人 

     和解の要旨：県は、損害賠償金 311,887 円（県過失 10割）を和解の相手方甲に支払う。 

事故の概要：平成 28年６月１日、和解の相手方乙が、鳥取港岸壁を和解の相手方甲所有の普通貨

物自動車で走行中、側溝の蓋が跳ね上がり、同車両が破損したものである。 

 

（13）鳥取県地球温暖化対策条例の一部改正について（平成２８年８月１６日専決）（環境立県推進課） 

 

     地球温暖化対策の推進に関する法律の一部改正に伴い、条例の規定中引用する同法の条項の改正を

行うものである。 

[公布施行] 

 

（14）鳥取県営住宅の明渡し等の請求に係る訴えの提起について（平成２８年８月１７日専決） 

（住まいまちづくり課） 

 

     相 手 方：県営住宅住吉団地ほか１団地 入居者３名 保証人１名 

訴えの内容：県営住宅の明渡し、未納家賃、駐車場使用料及び損害賠償金の支払並びに訴訟費用

の負担を求めるとともに、仮執行の宣言を求める。 

 

（15）鳥取県附属機関条例の一部改正について（平成２８年８月１９日専決） 

（業務効率推進課、企業支援課） 

 

     中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律の一部改正に伴い、条例の規定中引用する同法の題

名及び条項の改正を行うものである。 

 [公布施行] 

 

（16）損害賠償に係る和解及び損害賠償の額の決定について（平成２８年８月２３日専決）（道路企画課） 

 

     和解の相手方：甲 三朝町 個人 

 乙 倉吉市 企業 

丙 三朝町 個人 

     和解の要旨：県は、損害賠償金 6,368 円（県過失４割）を和解の相手方甲に支払う。 

事故の概要：平成 28 年４月 30 日、和解の相手方丙が、一般国道１７９号を和解の相手方乙が所

有し、和解の相手方甲が使用する小型乗用自動車で走行中、沿道の斜面から路上に

落下していた石に乗り上げ、同車両が破損したものである。 

 

（17）損害賠償に係る和解及び損害賠償の額の決定について（平成２８年８月２５日専決）（県土総務課） 

 

     和解の相手方：福岡市 企業 

     和解の要旨：県は、損害賠償金 20,000 円（県過失 10割）を和解の相手方に支払う。 

事故の概要：平成 28 年７月 15 日、西部総合事務所の職員が、公務のため賃貸借契約により和解

の相手方から借り受けていた小型乗用自動車を運転中、前方の安全確認が不十分で

あったため、路面の陥没した部分にはまり、同車両が破損したものである。 

 

報告第１１号 公立大学法人公立鳥取環境大学の業務の実績に関する評価について（教育・学術振興課） 

 

     地方独立行政法人法第 28 条第５項の規定により、公立大学法人公立鳥取環境大学の平成 27 年度に

おける業務の実績に関する評価について報告する。 
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報告第１２号 地方独立行政法人鳥取県産業技術センターの業務の実績に関する評価について（産業振興課） 

 

     地方独立行政法人法第 28 条第５項の規定により、地方独立行政法人鳥取県産業技術センターの平成

27 年度における業務の実績に関する評価について報告する。 

 

報告第１３号 法人の経営状況について 

 

     公益財団法人とっとり県民活動活性化センター ほか 31法人 

 

報告第１４号 鳥取県出資法人等における給与等の状況について 

 

     公益財団法人とっとり県民活動活性化センター ほか 31法人 

 

報告第１５号 長期継続契約の締結状況について 

 

     件 数   新規 11 件 

 


